





Cros-Border Knowledge Transfer by a japanese Advertising Agency: 



















































l 今井 (2010)、3ペー ジ。
2 吉原 (208)、250-251ペー ジ。
3 Omnicom Annual Report 2012より抜粋。








































































ポランニー (Polanyi)は『個人的知識 (PersonalKnowledge: Towards a Post-Critical Philosophy).1 
(1958)において、暗黙知は「超言語的」であるとした。その特性である個別的な要因を完全に明示す
ることができない詳記不能性について、自転車に乗る行為やレインコートを選ぶ行為を例にあげて説

























9 石井淳蔵 (2009) rピジネス・インサイトー創造の知左は何か』特波書庖、 96~97ページ。
10 Davenport， T. H目andPrusak ，L. (1998)， Working Knowledge， Harvard Business School Press Boston， p. 1-6，梅本勝
博訳 (2000)rワーキング・ナレッジ』生産性出版、 16-25ペー ジ。
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ク管理 (taskmanagement) Jと、第二に、人間関係づくりのノウハウである「他者管理 (0出町s
management) J、第三に、自分の動機づけをコントロールするノウハウである「自己管理 (self-
management) Jという 3つの因子である。楠見 (2012)はこれらの3因子が領域普遍的な暗黙知の構
成要素であることを示した12
表1はこれまでの知識に関する先行研究の論点についてまとめたものである O













1 Dixon， N.M. (200)， Common Knoωledge: How Companies Thrive by Sharing What They Know Harvard Business 
School Press， Boston， pp. 1ト13，梅本勝弘・遠藤温・末永聡訳 (203)rナレッジ・マネジメント 5つの方法一課題解決
のための「知」の共有』生産性出版、 18-22ペー ジ。












Davenport and Prusak (2000) 情報と知識は，行為と結びつくかどうかによって区別
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の獲得(customerloyalty) J、「適正な利益(profit)J、「市場でのリー ダー シップ(marketleadership) J、「成長(growth)J、
「働く人へのコミットメント (employeecommitment) J、「リー ダー シップの発揮(1eadershipcapabi1ty) J、「良き市民
























































広告会祉の移裾知臓の績裂 rTSUBA純iの事例における移転連れた知機 知織の細別 移転方法
(1) 持イアン峰雄f:1!Iする知鵬 ヲライ7ント企業の行動規制Lr資生態らしさJや『おもてなしの心JfこっL¥'ての知悌 暗黙知 -迎用(そのまま移転)
組内市場の商品開織の知織{関発コンセプト・成分情報) 形式知 .Im(そのまま移転)
広告職般に関する知機
マスコミユZトション嶋崎(糊広告および編集何1"1プ・ヂピrイベント) 形式知 -適応(現地!こあわせて修正)ω 接点拡大ブロ号ウョン戦略(慮外ピジョン・ピJ~ポ聞F・禽通機体・雌Bサイト) 形式知 li腕(J地f:あわせて修旗)
翻柳欄噂λ1鵬(想定b 供イメ同州棚伽軸・鵬輔なの 形式銅 -適応(現地!こあわせて修漉)
6人のト世プ女優宮起用した広告ビジュアルのデザイン 1;1:知 -適用(そのま宮移転)
広蜘ピー の共感促進製の社会的均セ'J)(広告2ンセプ付 暗黙知 -溜蕗(現地にあわせて修定)
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